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独占禁止法に関する相談事例集（令和５年度）について 

 

令和６年６月 13日 

公正取引委員 会 

 

公正取引委員会は、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和 22 年

法律第 54号。以下「独占禁止法」といいます。）の運用に当たり、独占禁止法違反行

為の未然防止と事業者及び事業者団体（以下「事業者等」といいます。）の適切な事業

活動に役立てるため、事業者等が実施しようとする具体的な行為に関して個別の相談

に対応しています。 

また、公正取引委員会では、事業者等の独占禁止法に関する理解を一層深めること

を目的として、相談者以外にも参考になると考えられる主要な相談の概要を取りまと

め、相談事例集として毎年公表しています。 

このたび、公正取引委員会は、令和５年度における事業者等の活動に関する主要な

相談事例を取りまとめ、「独占禁止法に関する相談事例集（令和５年度）」として公表

することとしました。今回の相談事例集には、後記１及び２記載の 11 件の相談事例

を掲載しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 問い合わせ先 公正取引委員会事務総局経済取引局取引部取引企画課相談指導室 

        電話 ０３－３５８１－５４８１（直通） 

 ホームページ https://www.jftc.go.jp/ 

https://www.jftc.go.jp/
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１ 事業者の活動に関する相談（７件） 

事例

番号 
相談に係る行為の概要 

関係法条 
（注） 

回 答 

１ 

輸送用機械メーカー４社が、共同

して技術研究組合を設立し、当該組

合において二酸化炭素を排出しな

い燃料を使用する新技術に関する

基礎研究を共同して実施し、研究成

果を共有すること 

第３条（私的独占及び不当

な取引制限） 
問題なし 

２ 

山口県周南市に所在する石油化

学コンビナートにおいて石油化学

製品等の製造販売を行っている出

光興産株式会社、東ソー株式会社、

株式会社トクヤマ、日鉄ステンレス

株式会社及び日本ゼオン株式会社

が、同コンビナートにおけるカーボ

ンニュートラルの実現に向けて実

施する共同行為 

第３条（不当な取引制限） 問題なし 

３ 

今後製品寿命が到来する電気機

器について、電気機器メーカー12

社が、それぞれ行っていた廃棄処理

業務を、新たに共同で設立する団体

において行う取組 

第３条（不当な取引制限） 問題なし 

４ 

加工食品メーカー４社が、物流の

2024 年問題の解消に向けて、小売

業者に対する商品の配送において

物流事業者が納品場所で行ってい

る商品の開梱、値札付け作業、店頭

での商品陳列等の附帯作業の見直

しに取り組むことを共同で宣言す

る行為 

第３条（不当な取引制限） 問題なし 

５ 

工業製品メーカー２社が、需要量

が減少している工業製品について、

原材料の共同購入を行うとともに、

２社のうち１社が、他の１社に対し

て製品の全量ＯＥＭ供給を行うこ

と 

第３条（不当な取引制限） 問題なし 

６ 

一般消費者向けの商品を供給す

る事業者が、急激なコスト上昇のた

め同商品を供給する契約の新規受

付を終了する競合事業者に、一般消

費者との契約の取次ぎを依頼する

こと 

第３条（私的独占） 問題なし 
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事例

番号 
相談に係る行為の概要 

関係法条 
（注） 

回 答 

７ 

燃料費の高騰等による利益率の

低下や新型コロナウイルスの感染

拡大の影響等による利用率の低下

を背景として、旅客輸送会社２社

が、共同で、特定の路線についての

運行時刻等の調整を行うこと、広告

活動を行うこと及び必要な範囲の

情報を共有することを内容とする

業務提携を行うこと 

第３条（不当な取引制限） 問題なし 

（注）本表に記載の条番号は、独占禁止法のものです（後記２において同じです。）。 

 

２ 事業者団体の活動に関する相談（４件） 

事例

番号 
相談に係る行為の概要 関係法条 回 答 

８ 

建設業者等により構成される連

合会が、建設業における時間外労働

の上限規制の適用に対応するため、

週休二日を前提とした工期と費用

に基づく初回の見積書を提出する

こと等を決定した上で発注者に対

し示すとともに、対外的に宣言する

こと 

第８条第３号（一定の事業分

野における現在又は将来の

事業者の数の制限）・第４号

（構成事業者の機能又は活

動の不当な制限）・第５号（事

業者に不公正な取引方法に

該当する行為をさせるよう

にすること） 

問題なし 

９ 

機械部品のメーカーを会員とす

る団体が、会員の価格転嫁の交渉を

促すため、コスト上昇分を価格転嫁

するための取引先に対する要請額

の算出手順の例を公表すること 

第３条（不当な取引制限） 

第８条第１号（一定の取引分

野における競争の実質的制

限）・第４号（構成事業者の機

能又は活動の不当な制限） 

問題なし 

10 

日本自動車車体整備協同組合連

合会が、損害保険会社との間で、自

動車車体整備の取引に係る工賃の

算出に用いられる指数対応単価の

引上げに関して、中小企業等協同組

合法に基づく団体協約を締結する

こと 

第８条第１号（一定の取引分

野における競争の実質的制

限）・第４号（構成事業者の機

能又は活動の不当な制限） 

第 22 条（一定の組合の行

為） 

問題なし 

11 

農産物の生産者を会員とする事

業者団体が主催する農産物の競り

において、出品情報資料上で、出品

者がインボイスを発行できない事

業者であることを明示すること 

第 19条（不公正な取引方法）

（一般指定第４項（取引条件

等の差別取扱い） 

問題なし 
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＜参考＞ 

相談内容別件数（企業結合に関する相談を除く。）         （単位：件） 

              令和４年度 令和５年度 

事前相談制度による相談 1 1 

 
事業者の活動に関する相談 1 0 

事業者団体の活動に関する相談 0 1 

一般相談 3,017 5,910 

 

事業者の活動に関する相談 2,879 5,727 

 

○流通・取引慣行に関する相談 

（うち優越的地位の濫用に関する相談） 

○共同行為・業務提携に関する相談 

○技術取引に関する相談 

○共同研究開発に関する相談 

○その他 

2,631 

（2,094） 

110 

8 

6 

124 

5,414 

（4,788） 

151 

13 

15 

134 

事業者団体の活動に関する相談 138 183 

合計 3,018 5,911 

 


